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○台風の進路予測や注意報・警報の発表などを通じて、自然
災害の防止・軽減に寄与するとともに、日々の天気予報な
ど気象庁が広く国民に提供する各種情報の基礎データとし
て利用されます。

○海面の温度、海氷の分布、黄砂などの
大気中の微粒子等を観測し、地球環境の監視
や必要な対策に貢献します。

○国民の安心・安全に寄与する防災情報の作成及び地球環
境の監視に欠かせない静止気象衛星ひまわり８号及び９
号の運用を継続します。

○ひまわり８号は平成２７年７月７日に運用開始。ひまわ
り９号は平成２９年３月１０日に待機運用開始。２機あ
わせて令和１１年度まで運用します。
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期待される効果

○ひまわり８号・９号の運用はPFI事業者が担い、観測
データの受信や衛星管制を行います。
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○今後も、将来にわたって切れ目のない観測体制を維持す
るため、宇宙基本計画に基づき、令和５年度をめどに後
継機の製造に着手し、令和１１年度をめどに運用を開始
する計画です。

○令和５年度の後継機の整備に向けて、令和元年度の衛星
本体に関する技術調査に続き、令和２年度は運用体制・
調達方法に関する調査を実施する計画です。

〇令和元年度より、今後の気象衛星の整備・運用のあり方
について、有識者の方々に幅広くご議論をいただくため
に、静止気象衛星に関する懇談会を開催します。

静止気象衛星に
関する懇談会

後継機製造調査 ・ 仕様等検討 運用

打上



静⽌気象衛星（初号機昭和53年〜）は、地球上の雲の分布、海⾯⽔温等を広範囲にわたって常時観測しており、観測データは、わが国
をはじめ、アジア太平洋諸国の気象業務・⾃然災害リスクの軽減に不可⽋なものとなっている。
現⾏の気象衛星は令和１１年度に設計上の寿命を迎えるため、令和１０年度に後継機を打ち上げる計画であるが、衛星の製造には5カ年

を要するため、令和５年度には後継機の調達を開始する計画である。
後継機の整備・運⽤は、今後の気象業務のニーズを⾒据えた観測機器の⾼度化をはかりつつ、安価で最⼤限の効果が得られることが不

可⽋であるが、国内外の衛星メーカーの技術⼒や数年後の能⼒向上・機能の開発⾒込みに関する情報、機器の調達から運⽤までの契約⽅
法など、衛星調達の仕様書や契約書に盛り込むべき情報が不⾜している。

現状と課題

次期気象衛星に関する調査 （令和２年度概算要求中）

計 画

調査項⽬調査項⽬ 整備・運⽤等に関する全体計画を検討

令和元年度は、気象衛星ひまわり８号・９号の後継機に世界最⾼⽔準の衛星技術を効率的・効果的に導⼊するため、国内外の衛星メーカ
及び宇宙機関、気象衛星運⽤機関から観測センサ技術（観測性能、製造期間等）を情報収集する技術動向調査を⾏った。
令和２年度は、この技術動向調査を踏まえた上で、後継機の製造、打ち上げ及び運⽤の実施⽅法について、官⺠の事業分担・リスク分担

や、経費の平準化とそれに伴う衛星の整備・運⽤等への影響を把握し、経済的かつ最適な調達⽅法に関する調査を実施する。

気象業務のニーズに対応しつつ、経済的で費⽤対効果が⾼い衛星製造・打上げ・運⽤の調達を実施。

経済的かつ最適な調達⽅法、経費の⽀払計画の検討

衛星整備、運⽤等の関係事業者の動向を把握し、実現性
を担保実現性の調査分析

実施形態、官⺠リスク分担の組み合わせの中から、最適
な整備・運⽤等の⽅針を検討衛星整備・運⽤等の最新動向や

作業範囲の調査・分析

後継機に係る製造経費の調査
運⽤経費の分析

技術動向調査とあわせ、後継機に関する全体計画を検討。
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【参考】静止気象衛星に関する懇談会

概要

開催趣旨
現⾏の気象衛星ひまわり8号・9号は令和11年度に設計上の寿

命を迎えることから、次期衛星について検討すべき時期を迎え
ている。今後の気象衛星の整備・運⽤のあり⽅について、広い
知⾒を有する有識者の⽅々に幅広くご議論をいただくために、
静⽌気象衛星に関する懇談会を開催する。

懇談会における意⾒・助⾔を参考に
しつつ、次期衛星の全体計画を検討

メンバー
委員 所属

中須賀 真一 ［座長］ 東京大学大学院工学系研究科航空宇宙工学専攻 教授

足立 慎一郎 日本政策投資銀行 PPP/PFI推進センター長

沖 理子 JAXA 地球観測研究センター 研究領域 上席

佐藤 正樹 東京大学 大気海洋研究所 教授

佐藤 将史 SPACETIDE 理事・COO

高藪 縁 東京大学 大気海洋研究所 副所長・教授

中島 孝 東海大学 情報理工学部 情報科学科 教授

根本 勝則 日本経済団体連合会 専務理事

橋爪 尚泰 日本放送協会 報道局 災害・気象センター長

藤原 謙 ウミトロン 代表取締役

村田 健史
NICT オープンイノベーション推進本部 総合テストベッド研
究開発推進センター 研究統括

主な懇談事項・予定

主な懇談事項
後継衛星の果たすべき役割
求められる観測機能
運⽤⽅法
⺠間活⼒の活⽤
データ利活⽤ 等

予定
令和元年度〜５年度に、年２回程度開催
最終年度に、懇談結果を取りまとめる計画
（必要に応じて中間とりまとめを実施）
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